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津波到達の直前に港を閉鎖する技術として垂直浮上堤やフラップゲートが注目を集めている．開口部を

複数ゲートで締め切る場合，ゲート間で隙間が生じるため，ある程度の港内流入が避けられないが，その

幅は狭小であるため広域の津波解析に含めることは難しい．本研究ではモデル津波に対して2D－3Dハイ

ブリッド流体解析を行い，隙間内とその周囲の水位・流速を分析し，流入流量変換式	ܳ ൌ を	ܹ	݀	ඥ2݄݃ߙ
導いた．ここで，ܳ は流量，݃ は重力加速度，݄ は港内外の水位差，݀ は水深，ܹ は隙間幅である．ߙ は
流量係数で数値解析に基づく回帰式より求まる．レベル1津波と潮汐の合成入力波及び高潮に対する試計

算を行い，本変換式を用いることで，計算負荷の大きい数値解析に頼らず，表計算ソフトでも精度良く港

内の水位変化を計算できることを示した． 

 

     Key Words : floodgate, gate gap, tsunami, storm surge, inflow discharge, numerical simulation 
 

 

1. はじめに 

 

2011年東日本大震災で発生した津波に対して，漁港や

港湾を守る防波堤が存在したことで，背後地域で人命の

生存率が有意に高まった可能性を示す研究成果が発表さ

れるなど1)，防波堤の津波被害軽減効果が注目を集めて
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いる．しかし，一般論として，津波防波堤ではない通常

の防波堤は風波に対して設計されるものであり，もとも

と津波を想定しているわけではない．したがって津波抑

止効果を過度に期待することはできない2)．一方で，漁

港や港湾の防波堤開口部を津波到達の直前に閉鎖あるい

は開口部を十分に狭くすることで，港内および背後地の

浸水深を大幅に軽減できることが数値シミュレーション

に基づく検証で明らかになっており2), 3)，静岡県焼津漁

港や和歌山県下津港海岸では浮上堤の実証試験が行われ

ている4), 5)． 

国内で津波浮上堤の研究開発は10年以上も前から進め

られているが，開発が本格化したのは，東日本大震災以

降と比較的最近になってからである．一方で同様な技術

は，主に高潮に対する防潮施設として諸外国では開発が

進み，建設が完了し稼動している場所も多い．例えば，

米国・スタンフォード湾ではハリケーン来襲時に湾を締

め切るためのフラップゲートが1960年代に設置されてい

る6)．イギリス・ロンドンの Thames Barrier やドイツの 

Ems Barrier では垂直回転式ゲートが建設されている7)．ま

た，イタリアではモーゼプロジェクトが進行中で， 78

機のフラップゲート（図-1）を配置して3mまでの高潮

に対して，水の都ベネチアを防護する計画である8)． 

複数のゲートで同時に締め切る浮上式防潮堤の場合，

機構的な理由や施工上の理由により，図-2に例示するよ

うにある程度の隙間が生じる．通常のケーソン式防波堤

や護岸でも隣り合う函体間で数センチ程度の目地が存在

するが，浮上式の津波防潮堤の場合は，地震による地盤

変動やそれに伴う構造体の変形も考慮する必要があるた

め，さらにその分の余裕代も必要となる．   

 わずかであっても津波や高潮時にはその隙間を通じて

海水が港内に向けて流れ込むため，その影響を浮上式防

潮堤の検討時に確認しておく必要がある．津波や高潮の

解析では，長波理論に基づくシミュレーションが使用さ

れるが，その計算格子間隔は最も狭い領域でも通常数メ

ートルから10メートル程度であり9)，防潮堤の狭小隙間

部を再現するには明らかに不十分である．隙間部を含め

た解析を行うため，仮に10メートルの計算格子から1cm

レベルの格子に接続することを考えた場合，3分の1間隔

での接続では，さらに6回ほどネスティングを繰り返す

必要があり，津波波源域や台風暴風域を包含する広領域

（通常，格子間隔数百メートルから数キロメートル程度

を設定）からの接続は計算負荷が大きく実用的ではない． 

 本稿では，浮上式防潮堤の狭小隙間部に関する各種の

設計に役立てるため，港外水位を流入流量に変換する式

を導く．この算定式を用いることで，港外側で津波，高

潮，潮汐などの水位変化を与えれば，計算負荷の大きい

数値解析に頼らず，締め切った港内側での水位上昇を簡

便な方法で評価できることを示す． 

 
図-1 イタリア・ベネチアで建設中のフラップゲート 

（2016年7月筆者撮影） 
 

 
図-2 防潮堤隙間部を流入する津波や高潮のイメージ 

 

2. 方法 

 

ここでは，港外水位を港内流入流量に変換する算定式

を導くために用いた条件や解析手法等について述べる． 

 

(1) モデル津波 

東日本大震災後，想定津波は数十年から百数十年に一

度発生が予想されるレベル1津波と数百年から千年に一

度程度の頻度で発生するレベル2津波に分類されるよう

になった．レベル1については防潮堤など構造物で防ぎ，

レベル2については土地利用や避難を含めて総合的に考

えるというのが基本方針である10), 11)．このうち本研究で

はレベル1津波相当を検討対象とし，越流はしないが，

防潮堤前面で急速に上昇する津波を再現するため，次式

のガウス分布に従うモデル波形を入射波として考える． 

 

ሻݐሺߟ ൌ ଴ߟ expሺെሺݐ െ  ሻ        (1)ݎ/ሻଶݎ

 

，଴ は津波高（m）ߟ，における津波水位 ݐ ሻは時間ݐሺߟ

は津波の立ち上がり時間（分）である．立ち上がり時 ݎ

間が短いほど，津波の波形が急峻となる． 

津波高は 1～4m，立ち上がり時間として3～7分を想定

するとともに，流入流量と津波周期の関係性を確認する

ため，水位一定のケースについても検討を行う．図-3に

想定した計16ケースの入力水位を示す． 
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図-3 入力水位の例（津波高1，2，3，4m，立ち上がり時間 
3，5，7分および水位一定の計16波形） 

 

(2) 解析モデル 

以降で示す解析には，オランダのDeltares（旧デルフト

水理研究所）が開発したDelft3D FLOW12)を使用した．こ

の流体解析モデルは2011年にオープンソース化されたた

め，本研究では東京工業大学所有のスーパーコンピュー

タTSUBAME2.5（汎用CPUとGPU型アクセラレータによ

り単精度17PFLOPS)に移植し，並列解析により解析時間

短縮を図った． 

Delft3Dでは2次元，3次元の解析を行うことができる．

2次元解析の場合は，津波や高潮の解析で一般的に用い

られる非線形長波方程式モデルと同等になる13)．3次元

解析では静水圧近似に基づいているため，国内で一般的

に多層モデルと呼ばれる方法14)と同等と考えられる．こ

の方法では，砕波など自由水面付近で多価関数になる激

しい流体現象は再現できないが，鉛直方向の流速変化に

ついては評価できる．同モデルでは時間積分にはADI法

が使用されており，移流項の空間差分にはCyclic 法を使

用した．その他，遡上計算に適したFlooding 法も選択で

きるが，今回の検討では陸上への遡上問題は考えず，ま

た3次元解析を行う必要があるためCyclic法を選択した．  

 

(3) 解析領域・条件 

防潮堤隙間部では，短区間のうちに急縮，急拡を繰り

返す水路断面となるため，津波が引き起こす流体運動も

より一層複雑になる．特に，港内外で水位差が顕著な場

合，隙間部で急流が発生し，それに伴い強い乱流場が形

成される可能性もある．このような現象を再現するため

には，隙間部を細かく3次元で表現するとともに，乱流

モデルを組み込んだ解析を行う必要がある．一方で，港

内側での水位変化や流動をあわせて解析するためには，

数～数十ヘクタールに広がる泊地を含める必要があるた

め，全ての解析領域を細かく3次元で再現することは，

計算負荷の観点から困難である． 

 

図-4 (a) 解析格子の接続（港外および港内部：2次元，隙間

部：3次元）(b) 隙間部の詳細図．防潮堤幅は2mを設定．

本図は隙間幅30cm，隙間数1の例 

 

そこで，本研究では図-4に示すように2次元と3次元の

ハイブリッド計算格子を作成し，防潮堤（防潮ゲート）

の周囲のみを詳細に3次元解析し，内外は若干粗い格子

で2次元解析することとした．格子間隔は，流軸方向に

ついて隙間部で最小4cm，港外・港内で最大50cmへ可変

していく格子を設定した．領域幅は215mとし，奥行き

方向には港外部100m，防潮堤部20m，港内部350mの3領

域を設定した．よって，港内面積として約75,000m2 

(7.5ha)を仮定したことになる．これは中規模程度の漁港

の広さに相当する．水深は隙間部を含めて全て一定の

5mとした．3次元の範囲では，この水深を鉛直20層に分

割して解析を行った． 

3領域相互の接続は領域分割法 (Domain decomposition 

method)12)による並列解析により行った．この方法は，解

析対象となる領域を重なる部分のない小領域に分割し，

各部分ごとに解析を行い，反復計算によって全体領域の

解を求める方法であり，大規模解析に適している．時間

ステップは，狭小な隙間部でも安定した解析を行うため

十分に小さくする必要があるが，本研究では事前検討の

結果をふまえて0.03秒に設定した．なお，この時間ステ

ップであっても，次章で行う検討ではCFL条件で1を越

える瞬間・場所が発生しうるが，Delft3D はADI法を採用

しており無条件安定であるため，CFL=1を越えても安定

的に解析可能である．但し，一応の目安として，

CFL=10以下にするのが望ましいとされており12)，今回も

これを満足するように設定した． 

防潮堤断面は既存のゲート式防潮堤の断面を参考に幅

2m，高さは解析上越流を生じない条件として半無限壁

を設定した．また，ゲート間の隙間幅は標準を30cmと

し，比較のため入力水位4mのケースについては幅10cm，

1mの条件でも解析を行った．なお，底面摩擦は港内外，

隙間部ともにマニングの粗度係数を0.025 (s m-1/3)に設定し，

乱流モデルとして k-ε モデルを使用した． 
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港外側の境界から図-3に示す計16パターンの水位を入

力した．一方，港内側の境界は全て固定壁の条件とした．

これは実際の岸壁の条件に類似しているといえるが，陸

上への越流は生じない条件になっている． 

 

3. 結果 

 

防潮堤隙間部およびその前後での水位や流速変化の解

析結果について検証するとともに，そこから導かれる流

入流量算定式について述べる． 

 

(1)  隙間通過時の水位と流速 

図-5に防潮堤前後および隙間内の水位変化を示す．入

射波は図-3に示す計16パターンであり，水位の透過率を

示すため，防潮堤前面5m（図-4のFRONTと示されてい

る場所）での水位に対する比を示している．隙間の中心

線での水位をつないだ包絡線であり，津波の立ち上がり

が完了した時点，すなわちピーク時の結果である．但し，

水位一定のケースは，開始5分後の十分に安定した時点

における結果である．  

全てのケースで水位が階段状に低下していく傾向がみ

られる．防潮堤前面で流速がほぼゼロの状態から隙間部

に急激に流れ込むことで1回目の水位低下が起こり，次

に港内へ流れが広がるときに2回目の水位低下が発生し

ている． 

同様に，図-6には断面平均流速の変化を示している．

断面平均流速とは水平流速の鉛直平均値のことであるが，

Delft3D FLOWでは自動的に計算される仕様になっている．

流速は防潮堤前背面では小さな値であるが，隙間内部で

顕著に流速が早まっている．津波高が1mのケースでは

流速は1.5m/s程度，4mのケースでは6m/s近い流速が発生

していることより，この範囲では津波高と流速がほぼ線

形の関係にあることがわかる．図-5で津波水位が大きい

ほど隙間内での水位低減率も大きいのは，この区間では

断面2次元方向の運動に限られるため，流速が速くなる

分水位低下が余分に発生するためと解釈できる．なお，

隙間幅30cmのケースでは，いずれのケースでも強い鉛

直流が発生するような状況は見られず，層状の流れが卓

越していると考えられる． 

次に隙間幅の影響を確認するために，図-7を示す．こ

こでは，津波高4mのケースについて，隙間幅10cm，

30cm，100cmの解析結果の比較を示している．港外側入

口付近ではいずれのケースでも同じような水位低下の傾

向を示しているが，出口付近では明らかに異なる挙動を

示している．特に隙間幅10cmのケースでは水位が大き

く低下し，その後直ちに回復しており，その変化は極め

て急激である．併せて表示しているフルード数からわか

るように，これは出口で跳水が発生するためと考えられ

る．但し，フルード数は最大でも2.5以下であり，弱跳

水(weak jump)に分類される15)．この状態では比較的乱れ

が小さく，小規模のローラーは発達するが，下流側の動

揺は小さいと考えられる． 

30cmや100cmに広げたケースではこのような急激な変

化は発生していない．また100cmの場合では2段階の水

位低下も生じず，指数関数的な減衰を示している．この

ように一般的な傾向としては，隙間部を狭くするほど急

激な水位変化が発生し，それに伴い乱流の影響が現れは

じめるといえる． 

 

(2)  流入流量変換式 

流入流量を評価するためには，隙間内の鉛直測線を横

切る流量を計測すればよい．ここでどの測線を考えるか

であるが，選択肢としては3測線が考えられる．すなわ

ち，図-4(b)に示す入口地点(IN)，中間地点(MID)，出口地

点(OUT)である．本研究では中間地点(MID)を検査測線に

とった． 

 

 
図-5 隙間部（W=30cm）を通過する際の水位変化． 

図左側が港外側．グレーの塗りつぶしは防潮堤幅を示す．  

 

 

図-6 隙間部（W=30cm）を通過する際の断面平均流速 
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図-7 隙間幅と水位（左軸），フルード数（右軸）の変化 

 

この理由は，図-5，図-6および図-7の各結果より，中

間地点付近では水位と流速が一定値に近く，等流に近い

状態が現れており，積分より求まる流量の誤差が3測線

の中で最も小さいと考えられるためである．また隙間幅

が10cmと狭く，跳水が起こる条件でも，この地点であ

れば流況が安定しており，流量が算出しやすい．定常流

に近いため理論的には隙間内のどの測線でも流量は同じ

といえるが，格子間隔に左右される積分誤差を極力減ら

すため，このように中央で計測することが望ましい． 

津波の立ち上がり時間の影響については，図-5と図-6

よりその影響は小さく，かつ水位を一定にしたケースと

も大きな差異が見当たらないことがわかる．これは港内

外での水位差は大きくても，今回対象とした3分程度以

上の立ち上がり時間であれば，流線網の変化が比較的穏

やかで，ポテンシャル流れに近い状態になっているため

と考えられる． 

このような考察に基づき，水位一定の解析ケースでの

流量をもとに流量係数を算出することを考える．流量係

数とは，幅広水路から狭小水路に流れ込む際に生じる

種々の損失による流量低下を表す1以下の係数であり，

次式で算定できる． 

 

ߙ ൌ  ݀                                        (2)	ඥ2݄݃/ݍ

 

ここで，ߙ：流量係数，q：単位奥行きあたりの流量，

݄：港内外での水位差，݀：隙間部の水深である． 

 流量 q は隙間部の中間地点での水平流速を鉛直積分し

求めることとし， ݄  は港外側での入力水位と港内側の

平均水位の差で代表する． 

式(2)の流量 q は隙間幅により変化するため，流量係数 

も隙間幅Wの関数になる．図-8は，隙間幅10 cmと30 cmߙ

のケースについて，入力水位 1～4 mの範囲で流量係数を

計算し，プロットしたものであり，次の回帰式で表すこ

とができる．  

 

 
図-8 流量係数 ߙ と港内外水位差 ݄  の相関  ሺ1 ൑ ݄ ൑ 4ሻ 

 

W=10 cm： 

݄ ൑ ߙ			:2 ൌ 0.24	݄ ൅ 0.45                                   (3) 

݄ ൐ ߙ			:2 ൌ 0.93                                                        (4) 

 

W=30 cm： 

ߙ ൌ 0.15	݄ ൅ 0.25                                  (5) 

 

 水位差に比例して流量係数は大きくなるが，隙間幅

10cmのケースでは水位差が2mを超えると跳水が発生し

始め，下流側（港内外）の影響を受けにくくなるため，

流量係数はほぼ一定になる． 

なお，隙間幅10 cmの場合で屈曲点が明瞭に現れる理

由は，解析モデルが不完全跳水から完全跳水への遷移を

滑らかに再現できていないためと考えられる．実際には

フルード数1を境に突然モードが変化する訳ではなく，

その前後で段階的に遷移していくと考えるのが妥当であ

る．この再現のためには，自由水面や潜り流出に伴う複

雑な乱れを考慮できるさらに高度な数値解析モデルを使

う必要があるが，実務上は式(3),(4)の区分を考慮してお

けば十分と考える． 

以上より，隙間幅Wを流入する流量 Q は次の算定式で

簡単に求めることができる． 

 

ܳ ൌ                                 (6)	ܹ	݀	ඥ2݄݃ߙ	

 

4. 考察 

  

式(6)の流量変換式を利用すれば，防潮堤前面の水位

変化より間接的に港内への流入流量を算定できる．複数

の箇所に隙間が存在する場合，その分の流量を掛け合わ

せれば全体流量が求まり，さらに港内面積で割れば水位

上昇速度の平均値を計算することができる．この程度の

計算は，表計算ソフトでも簡単に実行可能である．さら

に，流入流量を移流拡散シミュレーションの境界条件と

して与えれば，港内の水位分布に加えて，流速分布も解
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析することができ，港内に係留している船舶や養殖いか

だへの影響や洗掘問題なども検討することができる． 

  

(1)  津波および潮位に対する検証 

 ここではテストケースとして，東南海・南海地震（中

央防災会議想定2003年モデル）をレベル1津波として，

大分県内の港を想定し検討した．入力波形は関係機関か

ら入手した地震後 6 時間の津波波形（最大津波高 1m程

度）に，潮位変動（周期 12 時間，振幅 1.2m）を加えた

ものである．潮位変動は地震発生時を平均潮位として，

そこから3時間後に満潮を迎えるように設定した． また，

隙間は 30cmとし，防潮堤沿いに 15m間隔で合計 5箇所

に配置した．したがって，これを15m/函の防潮堤6函の

並び（延長 90m）に，隙間 5箇所が配置されている状況

と考えると，約 1.7%の開口率になる． 

数値解析での格子は図-4と同一としたが，ここでは隙

間部を含めて全てDelft3D FLOWの2次元解析で行ったた

め，非線形長波方程式による結果と同等になる．また，

流量変換式に基づく港内平均水位の計算については，簡

単に求められることを示すため市販の表計算ソフトを使

用して行った． 

図-9に解析結果を示す．港外での入力波形に対する港

内側の水位変化が示されている．入力波形の擾乱が 6時

間後以降消滅しているのは，単に入力津波が 6時間で終

了しているためである．数値解析は防潮堤港内側50mで

の出力結果，流量変換式は港内での平均値である．図-7

より，防潮堤背面4，5m地点ですでに水位が安定してい

ることがわかるが，さらに十分な余裕をとり，背面 50m

を数値解析の出力地点とした．より厳密に評価するため

には流量変換式の扱いに合わせて港内水位の空間平均値

を算出する必要がある．しかし，図-9のケースに対して，

背面 50mと 350m地点での水位差を比較したところ，そ

の差は最大でも2cm以下であったため，実務上は50m地

点を代表地点にしても支障は無いと考えられる． 

両手法による水位変化は，全体的によく一致している．

特に，津波が港内側に瞬時に伝わるのではなく，隙間が

ある種のフィルタリング効果を果たし，短周期の急激な

水位上昇が抑えられて，じわじわと水位が上昇していく

様子が流量変換式でも再現できている．また，引き潮時

の水位低下の傾向もよく一致している．若干の差異が生

じるのは，数値解析ではわずかではあるが港内の水位に

空間的分布が生じるためと考えられる． 

ここで開口率が 2%にも満たない条件でも，潮汐はあ

まり減衰せずに伝播することは，浮上式防潮堤の評価に

狭小隙間部の評価が不可欠であることを意味している．

また，基部の防波堤（浮上式防潮堤の両サイド）が 1函

でも津波により滑動・転倒するような事態が生じれば，

そこから津波が伝播してしまうため，浮上式防潮堤が意 

 

図-9 津波・潮汐の合成入力波と港内水位の解析結果（黒：港

外入力波形，青：数値シミュレーションによる結果，

赤：提案した流量変換式を使って，表計算ソフトで算出

した結果） 

 

味をなさなくなる．よって，浮上式防潮堤の評価は，周

囲の既設構造物を含めて検討されるべき問題といえる． 

なお，先の流量係数の算出には 2D－3D ハイブリッド

モデルを活用したが，今回の結果より非線形長波モデル

（2D モデル）であっても再現精度は十分に高いことが

わかった．この理由は港内外および隙間部の水深を全て

一定に設定したため，鉛直方向に顕著な乱れが発生せず，

断面平均流速で流入流量が概ね評価できたためと考える．

これに対して，隙間部で大きな段差があったり，港内流

入を軽減する目的のためシルや堰を設ける場合では，鉛

直方向への流速分布に有意な変化が生じると考えられる

ため，そのようなケースで流量係数を算定する場合は，

3次元解析を併用する必要があると考える． 

数値解析はスーパーコンピュータTsubame2.5により実

施したが，今回のテストケースでは約 22 時間を要した．

これに加えて，数値解析のために必要な準備時間を考え

ると，このような簡易的な変換式を使った流量評価の実

務的な価値は高い．  

 

(2)  高潮に対する検証 

 次に高潮に対するモデルの適用性を確認するため，

2001年 9月に発生した台風 15号（Danas）を取り上げる．

この台風がもたらした高潮は，東京湾では過去 40 年で

最大と考えられている 16)．図-10 の入力波形は気象庁晴

海験潮所で観測された水位偏差を用いて仮定した高潮波

形であり，最大偏差は 1.3m 程度である．第一波目が台

風接近時の吸い上げや吹き寄せに伴う主たる水位上昇で，

続く第二，第三波目が副振動に起因する水位上昇と考え

られる．2013 年にフィリピンにおいて発生した台風

Haiyanでは 10分程度で急激に水位が上昇する状況が確 
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図-10 高潮に対する港内水位の解析結果（黒：港外入力波形，

青：数値シミュレーションによる結果，赤：提案した

流量変換式を使って，表計算ソフトで算出した結果．

実線は港内面積 7.5ha，破線は 30haのケース） 

 

認されているが 17), 18)，国内ではこのような津波に匹敵す

るような急激な高潮はこれまでのところ報告されていな

い．したがって，今回のモデル波形のように数時間かけ

てじわじわと上昇・下降を繰り返す高潮を対象に検証す

るのが適当と考える． 

 この高潮の検討では，隙間の配置条件は 7.5ha のケー

スと同一で（隙間幅30cm，5箇所），港内面積を30haと

一回り広く設定した条件についても解析を行っている．

数値解析と流量変換式による港内水位は両ケースともに

よく一致しており，高潮にも本手法が活用できることが

わかる． 

 入力水位は 1時間ごとのデータを使用したため所々角

ばっているが，津波のケース同様，港内では水位変化が

滑らかになっている．一方で高潮は継続周期が長く，津

波で見られたようなピークの顕著な減衰は 7.5ha のケー

スでは確認できない．これに対して 30ha のケースでは

最大水位が半減しており，広い港であれば高潮低減効果

が高まることがわかる．但し，そのトレードオフとして，

海水が滞留し，残留水位が高い時間帯が長引くため，港

の再開が遅れる可能性があることには注意が必要である． 

 

5. 結論 

 

本研究では，浮上式防潮堤の隙間を通じて港内に流れ

込む津波や高潮，潮汐による流入流量を評価するため，

隙間部を高解像度で再現した2次元－3次元ハイブリッド

流体解析を行った．解析の結果，港内外で水位差が大き

い場合でも，通過断面の中心付近で，等流に近い流れの

状態が現れることがわかった．また，立ち上がりが3分

以上の入力波と水位一定のケースを比較し，立ち上がり

時間の影響が小さいことを示した．このような考察をふ

まえて，隙間中心での積算流量と港外側の水位の関係を

調べることで，流入流量変換式を導いた．その式で使う

流量係数は，水位差を変数にとった回帰式で求めること

ができる．但し，隙間幅にも関係するため，本稿では幅

10cmと30cmについてスーパーコンピュータを用いた数

値解析を行い，隙間幅毎の回帰式を提示した．最後にレ

ベル1相当の津波と潮汐の合成入力波および高潮に対す

る試計算を行い，この変換式を用いることで，高度な数

値解析に頼らず，表計算ソフトでも精度良く港内の水位

変化を算定できることを示した． 
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(2017. 2. 13 受付) 
 
 

METHOD OF ESTIMATING INFLOW DISCHARGE CAUSED BY TSUNAMI - 
STORM SURGE THROUGH THE NARROW GAP OF A FLOODGATE 

 
Hiroshi TAKAGI, Ryoichi TOMIYASU, Taketo ARAKI, Yasuhiro MATSUBARA,  
Yasuhito MANO, Hou GEN, Masamichi SUZUKI, Ichiro ISHIHARA, Yuzo MORI, 

Shouhei NAGASE and Tomoya NAKAMURA 
 

Navigable floodgates such as flap gates and vertical lifting gates are attracting attention as effective 
countermeasures against tsunamis and storm surges, particularly after the Tohoku tsunami of 2011. A nar-
row gap between adjacent gate units would inevitably cause an intrusion of seawater into the port basin, 
which cannot be simply simulated using common tsunami models because the gap is too small to be repro-
duced in the model. The present study examines the water flow passing through a gate gap by applying a 
2D-3D hybrid hydrodynamic model to derive the hydraulic head-to-inflow discharge conversion formula, 

which is defined as ܳ ൌ  ܹ, where Q is the discharge, g is gravitational acceleration, h is the	݀	ඥ2݄݃ߙ
hydraulic head, d is the water depth, and ܹ is the gap width. The coefficient of discharge α can be estimated 
by a linear regression, which varies with the gap width between the relevant floodgates. For example, the 
relationship ߙ ൌ 0.15	݄ ൅ 0.25 was derived for the case where ܹ ൌ 0.3	݉. The proposed model was ver-
ified through case studies in which a time series of hypothetical water levels composed of a Level 1 tsunami 
and tide or that of a storm surge alone was simulated for a medium-sized port. With this proposed method 
and given the water level outside the port, the water level rising over a port basin enclosed by floodgates 
and breakwaters can be calculated using a spreadsheet or other simple computational means that do not 
require complex models based on computational fluid dynamics. 
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